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精神衞生相談員制度に関する研究
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最近の社会経済の変動に伴ない,精 神障害者及びその家族の社会的 ・経済的問題はより顕在
化 され,と くに,在宅のまま放置されている在宅精神障害者の問題は,大 きな社会問題 となっ
てL>る。
わが国においては,精神障害者,と くに在宅の精神障害者に対 しては従来殆んどみるべき施
策がなく,精神障害者にとっては,福 祉不在の長い歴史の連続であったといえよう。
精神科治療は,1900年代 とくに1930年頃から急速に発展 し,1950年以後は薬物療法の進展に
伴って精神障害者の社会復帰活動が著しく活発 になってきた。これら精神障害者に対する治療
は,早期に適切な医療保護が加 えられ福祉対策が確立されるならば,そ の社会復帰への可能性
を増大させてきたのである。 また,精 神医療の推移をみると,最近の向精神薬の発展にともな
い,精 神障害者に対する援助対策は精神病院内にとどまらず,地 域社会へと広がりつつある。
即 ち,精神病院入院中心的な治療形態から脱皮 して,地 域精神医学(CommunityPsychiatry)
或L>は,社会精神医学(SocialPsychiatry)の立場か ら,精神障害者のCommunityCareが
重要視 されるようになってきた。このような新 しい精神医学の進歩の展望に立って,こ れに即
応 した施策の必要性が強調 され,こ うした機運 の中で昭和40年6月,精神衛生法が一部改正 さ
れた。 これにより精神障害者に対する医療と福祉をお しすすめるための制度が,形 のうえでは
一応 ととのえられてきたと考 えられる。その対策の中の一環 として地域の第一線機関である保
健所に,在宅精神障害者の社会適応を援助する目的で,「精神衛生に関する業務に従事する職
員」に関する規定がなされ,精 神衛生相談員制度が設置 された。しか し,この制度は,任意設
置であること,身分 ・資格,業 務内容の不明確さなど,発足当初 より多 くの問題 を含み,そ れ
故に,保健所における精神衛生活動の位置づけに混乱をもたらし,その発展をさまたげる要因
を多 く含んでい ると考えられる。制度発足以来,4年 を経過 したわけであるが,現 時点で,そ
の実態 と問題点 を明らかにすることは,混乱 してい る制度の今後のあり方を考えるうえに必要
なことであろう。
そこで,本稿では,在宅精神障害者対策の一環として設けられた精神衛生相談員制度に関し
て,(1)制 度成立までの精神障害者対策 を歴史的に概観し,その中で精神衛生相談員制度の
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もつ意義を明らかにし,さ らに(2)精 神衛生相談員制度の現状および聞題点について実態調
査 を中心に解明し,今後の課題 を提起したい。
1精 神障害者対策と精神衛生相談員制度
わが国におL>ては,古 くか ら精神病は病気であると考えられ,「 大宝律令」(701年)には,
すでに癲狂者(精神障害者)の罪に対 して特別の扱い をするように規定されている。(註1)そ
のため,中 世ヨーロッパにみられるように,精神障害者に対する一般社会からの虐待,拷 問,
或いは処刑などの組織的な迫害は行 なわれなかった。しか し,当時精神病は,神罰とか霊塊のた
た り,狐憑きとい う考え方が支配的であり,精神障害者の大多数は,私宅に監置され,人間的
な取扱いをうけていなかった。これらの精神障害者 に対 して,民聞の対策 として,寺 院などに
よる救済が江戸時代より行なわれていた。当時の精神病治療の状況は,「医学は混沌として未だ
科学的療法を発展 させず,巷 間広 く精神病の治療の望みを加持祈濤に託 し,社寺の楼塔は精神
障害者の収容施設のごとき観を呈 していた」(註2)という。 このように,精 神障害者に対す
る公共的対策が明治時代 まで皆無に近い状態であったことが,わ が国における精神障害者対策
の特徴であったといえよう。
わが国の精神障害者対策,精 神衛生行政の基本をなす最初の法律は,1900年に制定 された精
神病者監護法(明治33年3月10日・法律第38号)である。 この法律が成立した1900年前後の精神障
害者に対する一般国民の態度,考 え方は,次 の事実によっても、うかがい知 ることができる。即
ち,1899年1月16日,この法律案が貴族院で審議されるにあた り,提案理由として政府委員は
次のように説明 している。 「精神病者二附 イテ,社会二患害ヲ流シマスルノハ意想外二大デア
リ………」そのため 「能 ク保護シテ遂二社会二流ス患害 ヲナキヤウ」にとい うことであった。
(註3)これからもわかるように,精 神病者監護法は,社 会防衛の色彩が強いことは否定で き
ない事実である。また,精神病者監護法制定の一つの重要なきっかけとなったのが,U>わゆる
相馬事件*で ある。
*相馬事件とは
旧相馬藩の当主相馬誠胤(1852-1892)は,1876年か ら,緊張型分裂病 と考えられる精神病にか～り,加
藤瘋癲院,東 京府癲狂院に何回か入院し,1892年に糖尿病で死亡した。ところが旧相馬藩士錦織剛清は,
誠胤は精神病ではなかったのに,家 令志賀直道 らが,相 馬家をのっとろうとして,不 当監禁しているのだ
と主張して訴訟をおこし,約10年間にわた り裁判が行なわれた。
このような事件 を一つの契機として,精 神障害者の監禁について取 り締まり法の必要性が強
調 された結果,制 定 された精神病者監護法は,不 当な人権侵害を排除し,さ らに,不 正な監置
を許 さないために監置の実施を行政庁の許可又は届出(法 第2条)とし,監 護義務者以外は精
神障害者を監護できない ことを規定(法 第3条)し,監 置の適性 を図るために法制化 した点に
おいては意欲的であった。 しか し,この法の問題点として,吉 岡(註4)は 次の点を指摘 して
Laる。即ち,第一 に,監護の定義が不明確であり,実際には監護,即 ち監禁と考えられた。 さ
らに,法 の運用 に当る行政機関が警察であり,監置 されない患者 も治安警察の取 り締まりの対
象 とな り,精神障害者の医療につL>ては,な んら考慮 されなかったこと。第二には,公立精神
病院の設立が行 なわれなかったこと。第三には,監置の費用については,扶養義務 を申心にきび
しく規定 してL>ること,な どである。
このように,こ の法律では,精神障害者の治療 ・治癒を目的とするのではな く,治安上の観
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点から,精神障害者の社会隔離 をめざした私宅監置に関して規定 したものであるといえよう。
このようにして,日本特有の制度である私宅監置(座 敷牢はその一例)は,1950年の精神衛生法
制定まで法的に認あられることとなったわけである。
長期にわたる精神障害の経過は,精神障害者 とその家族に大きな経済的 ・精神的負担をもた
らし,精神障害者の医療保護,家族の貧困化の防止は,社会保障制度の充実Uaかんにかかって
い ると ・々って も過言ではない。1874年12月8日太政官達第162号として公布 されたわが国最初
の救済立法である恤救規則は,「人民相互ノ情誼」の名のもとに,地縁血縁共同体の 「情誼」
が強調され,親戚 ・隣人などによる扶養 を公的扶助より優先させたきびしい制限をもつもので
あった。(註5)そ の結果,必 然的に,貧 しい精神障害者 は必要な医療さえうけることができ
ないことになるのである。これは,精神病者監護法において,監護の費用を精神障害者の被監
護者(法第1条に,後見人,配偶者,4親等内の親戚 ・戸主の順位で監護義務を負う・と規定)に すべて
負担させてL>た(法第10条)精神に通ずるものである。
また,精神病者監護法が制定 された頃,社 会事業,公 衆衛生の立場の立法が多 く制定されて
い る。例えば,伝染病予防法(1897年),北海道旧土人保護法(1899年),罹災救助基金法(1899年),
行旅病人及び行旅死亡人取扱法(1899年)などである。 これらの立法には,救 貧的規定が含ま
れ,恤 救規則の不備を補 う役割を一部果 してい る。精神病者監護法は,こ うした一連の,い わ
ば代用救貧法としての役割をもつ ものと考えられる。(註6)
精神病者監護法は,す でにのべたごとく,監護 の方法として私宅監置を認めたたあ,医療保
護の面ではきわめて不充分であった。そ して,社 会の変化 に伴う精神障害者の漸増と精神医学
の進歩によって,精 神障害者対策をこのような消極的な段階にとどまらせて置 くことは,次 第
に不可能になってL>く。
その後,1916年,内務省に保健衛生調査会が設置され,1917年には精神障害者の全国一斉調
査が実施 された。その結果,精 神障害者の収容施設不足の実態が明らかとなり,施設拡充 の必
要性が強調された。さらに,呉秀三 らによって,悲 惨な私宅監置の実況が明らか に さ れ た。
(註7)これらの実態にもとづき,呉 らは,精 神病者監護法(私宅監置)を廃止して精神病院を
建設 し,精神病院法を制定することをつよく要求 した。これらの結果 を基礎に,1919年,精神
病院法が制定 された。この法制定により,国は道府県に対 して精神病院の設置を命ずるこヒが
できるようになり,これまでの監置 ・保護の精神障害者対策か ら,保護 ・治療へ と精神障害者ゆ
対策は前進 したといえる。 しか し,精神病院法制定後 も精神病者監護法は廃止 されず,精 神障
害者対策は,精神病者監護法,精 神病院法の二本立で行なわれた。その結果,1950年まで精神
病者監護法による監禁主義が認あられることになったわけである。
第二次大戦後,公 衆衛生の向上増進を国の責務 とした新憲法の成立により,1950年5月1
日,医療保護のみならず予防対策を含めた巾の広い法律として精神衛生法(法律第123号)が制
定 された。この法律の制定により,精神病者監護法,精 神病院法は廃止されることになった。
精神障害者 を社会から隔離することが主目的であった従来の私宅監置制度は廃止され,精神障
害者の医療保護に重点がおかれるようになった。さらに,精神障害者の人権侵害を防止するため
に鑑定医制度が設けられたこと(法第18条,1,2,3項),医療保護の必要がある精神障害者につい
ては,国 民のだれ もが知事あてに診断及び必要な保護を申請できること(法第23条),また,精
神障害発生の予防,国 民の精神的健康の保持向上の考え方がとり入れられ(法第1条),精神障
害者の医療保護のみならず,よ り積極的に,精 神障害者の発生 を予防 しようとい う前進的な姿
勢 を示す画期的な立法であり,これにより,精神障害者対策は飛躍的な発展 を期待 されること
となった。
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一方,精 神障害者に対する治療方法は,1930年代より著 しい進歩を示 し,と くに,1954年か
らクロールプロマジン等の向精神薬が使われるようになった。(註8)こ の薬の精神病治療に
対する効果は著 しく,精神障害者の外来での積極的治療を可能にした。 このような薬物療法に
加えて,心 理療法,作 業療法等の治療方法が進歩 し,精神障害者の寛解率は著 しく向上 し,精
神障害者の治療,社 会復帰が現実的な問題 となった。これに伴って,精神障害者の予防対策,
さらには在宅精神障害者対策が次第に注 目されるようになってきた。
こうした時期に,全国的な精神障害者実態調査(註9)が 行なわれ,こ の調査によって全国
的な精神障害者数,医 療状況,さ らには在宅のまま放置されている精神障害者の実態,そ の社
会的 ・経済的背景が明らかにされたが,基本的には,精 神障害と貧困との悪循環が最 も注目す
べき事実として明らかにされた。それでは,わ が国の精神障害者の現状はどのようになってい
るのであろうか。表1に 示すように,わ が国の精神障害者は124万人であり,その うち,精
神病57万人,精 神薄弱40万人,そ の他中毒性精神障害,神 経症などを含めて27万人 と い わ れ
る。 これら精神障害者の医療 ・指導の状況は,表2の とお りである。ここで問題となるのは,
表1診 断別精神障害者数 ・精神障害有病率(注)Nは 実人員数を示す。
全国推計
有 病 率
(人口千対)
総数
124
万 人
12.9
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(厚生省 ・精神障害者実態調査1963年)
124万人の精神障害者のうち,現 在医療を
うけている者は30.1%,在宅のまま保健所,
精神衛生相談所,そ の他の施設から指導を
うけてい る者5.2%であり,医 療 ・指導 も
うけないで在宅のまま放置 されている精神
障害者は,全体の64.7%もみられたことで
ある。また,世帯業態別にみると,日雇い
労働者世帯,不 就業者世帯 といった低所得
階層に精神障害者が多くなってLaる。
このように,わ が国の精神障害者の多 く
が,劣 悪な生活環境にあり,医療や指導 を
うけてL>なL>実態が明らかにされたが,こ
れは,絶対的精神病床の不足,適 切な外来
治療や在宅指導を実施できなU>医療体系の
表2精 神障害者の処遇の状況
e
(注)Nは%を 示 す 。
陣 数
医療をうけている
精神病院又は 精神病室に入院
在宅のまま精神科医の外来
在宅のまま精神医以外の外来
指導をうけている
在宅のまま保健所または精神衛
生相談所の指導
在宅のまま保護観察
在宅のまま特殊施設の指導
医療 も指導 もうけていない
30.1
5.2
64.7
8.4
6.7
15.0
0.7
1.9
2.6
(厚生省 ・精神障害者実態調査1963年)
不備,さ らに,医 療費を中心とする経済的問題等に起因するものであろう。これらが解決した
とき,医療或いは指導をうけない精神障害者は著 しく減少するものと考えられる。
つぎに,精神障害者のおかれてL>るこうした状況にはかかわりなく,現在,どのような処置が
必要 とされているのかをみてみ ると表3の とおりである。即ち,わが国の精神障害者のうち71・7
%は,在 宅のまま適切な医療または指導を必要 とするものであることが明らかにされた。 この
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ことは,在宅精神障害者 に対する医療福祉
対策が早急に確立 されねぼならなL>ことを
示 しているとい えよう。
このような精神障害者実態調査により明
らかにされた精神障害者の社会的 ・医学的
条件にもとづL>て,精神障害者に関する発
生予防から治療,社 会復帰までの一貫 した
施策を内容とする法の全面改正の必要性が
唱えられ始めた。たまたま,1964年3月24
日ライシャワー事件*が 発生 し,精神障害
者の不充分な医療の現状が大 きな社会問題
とな り,この事件を契機に法改正の動 きは
早められ,同年4月28日,警察庁か ら厚生
表3必 要な処置別精神障害者 ・有病率
()内 は%を示す
総 数
精 神 病
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27
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28(22.5)
21
3
4
i数(単位10万人)
7(5.8)
2
5
有病率(人 口千対)
12.93.0 0.7
B9071.7)
35
32
22
9.3
(厚生省精神障害者実態調査,1963年)
省に対する精神衛生法の緊急改正に関する申し入れとなってあらわれてきた。その結果,1965
年6月30日精神衛生法は一部改正された。
*ライシャワー事件とは,'
アメリカ大使館の玄関から外出しようとしたライシャワー大使が,突 然,精神障害の一日本少年(19才)
に刺されて負傷を負 うという事件がおこり,社会一般に大きな反響をまきおこした。
この少年は,二,三 年前から沼津市の某精神病院に,精 神分裂病の疑で同意入院したことがあったが,
10日間ほどで,母 親が東京の病院に入院させるからといってひきとり退院した。しかしその後は,自宅で
定職 もなく無為にすごしていた。
事態の真相が,特 に思想的背景をもつ政治的な事件ではなく,もっぱら精神障害者による偶発的な事故
であることが判明すると 厂危険な精神障害者が野放し」にされている現状をすみやかに是正すべきである
という,もっぱら治安対策の面からの施策の不徹底を責める声が高くなった。
社会情勢の変化に伴 う精神障害者の社会 ・経済的問題の深刻さ,さ らに,精神医療の著 しい
最近の進歩に即応 した精神障害者対策の必要性が社会的に認識され姶めたそのときにラィシャ
ワー事件が発生 し,それを契機に在宅精神障害者に対す る訪問指導体制を確立すべく法改正が
なされたわけである。しか し,この法改正は,北 村和夫 も指摘 してい るように 「医学の進歩の
成果に根ざす医療の普及 と福祉の保障という方向をめざしなが ら,直接的には,一部の精神障
害者に関する治安対策の強化とい う面か ら法改正をふみ切 らざるを得なかった客観情勢は,何
といっても不幸なことであった。U>わぼ,そ うL>った"異常な雰囲気"が 科学的により社会保
障的に討議 されるべき問題を皮相な政治問題として捉えざるをえなかった」(註10)ことが,
端的にみて,今 回の法改正の一つの特長であったといえるであろう。
ともあれ,こ の法改正の主要な柱は,精神障害者の入院中心主義から地域社会に重点をうつ
したことである。その内容 として,通 院医療費公費負担制度の設置(法第32条),在宅精神障害
者の実態把握及びその指導にあたる措置として,精 神障害者に関する訪問指導(法 第43条)を
地域社会に密着 してい る保健所の精神衛生業務であると規定 してい ることである。1これ に よ
り,保健所は地域社会における第一線の精神衛生活動の中心となり,精神衛生相談員制度が設
置 されることとなった。
従来,わ が国の在宅精神障害者対策にはみるべきものがなく,そのため,在 宅精神障害者の
早期発見,早期治療,さらにはその社会復帰が著 しく阻害されていたといえる。そのような状況
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の中で,不 充分ではあって も,在宅精神障害者の実態を把握し,適 切な医療保護 を加えうる一
つの体系が法的に明確にされたことは,わが国の精神障害者対策が一歩前進 したことを示す も
のといえよう。
矼 精神衛生相談員制度の現状と問題
わが国における精神障害者対策を歴史的に概観する中で指摘 したように,1965年精神衛生法
改正により,従来の精神医療の領域は拡充 され,精神障害者対策は,入 院中心主義の考え方か
ら地域精神衛生活動を中心課題 とする考え方へと移行 した。
この法改正の背景には,い わゆる 「野放 し状態」 と呼ばれる精神障害者,つ まり,医療保護
を受けないまま家庭或Laは地域社会に放置されてい る精神障害者が,全 体の64.7%(前出,精神
障害者実態調査による)いるとい う実態があり,こ の状況の中で ライシャワー事件が発生したの
である。これら在宅精神障害者に,医療保護或L>は指導の体制を確立することは緊急の課題で
あった。こうした精神障害者の早期発見,早 期治療,社 会復帰という一連の医療体制の整備が
必要 とされ,と りあげられた対策が在宅精神障害者の把握 とその指導体制の強化であり,その
目的を遂行するために保健所に新 しく精神衛生業務を加 え,精神衛生の業務に従事する職員と
して精神衛生相談員が配置された。
しか し,在宅精神障害者対策の一環として設置された精神衛生相談員制度は,当初より多 く
の問題点を含み,保健所業務の中に充分に位置づけられ定着しているとはいえない 現 状 で あ
る。即ち,わ が国においては,L>まだ地域精神衛生活動をお しすすめてゆくに必要な精神医療
体系が確立 されておらず,保 健所内部にも精神衛生業務を行なう体制ができていないこと,ま
た,精神衛生相談員が任意設置であり,最終的段階におL>ても2名程度を保健所に配置すれぼ
足 りるとしてL>ること,業務内容,身 分資格が不明確であるため,保健婦等関連職種との閻に
協力体制ができなL>,など多 くの問題点が指摘される。これらの諸条件は,保健所の精神衛生
相談員の位置づけに混乱をもたらし,そ の発展を妨げる要因になってい ると考えられる。
このような現状を考えるとき,在宅精神障害者対策として設けられた精神衛生相 談 員 制 度
が,保 健所の精神衛生業務の中に正 しく位置づけられ,精神障害者の医療と福祉をおしすすめ
る対策として充実するためには,まず,精 神衛生相談員が現在直面してL>る問題点 を明確にす
ることが当面の重要な課題といえよう。そこで,精神衛生相談員制度の現状 を把握するため精
神衛生相談員の実態調査を実施 した。この実態調査の結果にもとづき,精神衛生相談員制度の
現状 と問題点を明らかにしたい。さらに,こ の制度が,真 に精神障害者のための制度になるた
めには今後いかなる問題が解決されねばならないのか考察したL>。
1.精神衛生相談員実態調査計画
(1)調査対象及び調査方法
調査対象は,厚生省公衆衛生局把握の精神衛生相談員115名(昭和42年6月1日現在)である。
調査の方法は,質 問紙調査法により実施。しかし,精神衛生相談員の配置されてL>る保 健 所
把握が困難であり,実態調査に関する質問紙 を直接精神衛生相談員に配布することができなか
った。そのため,全国の精神衛生センター(或いは精神衛生相談所),精神衛生センター未設置の
県 ・市につL>ては,本庁精神衛生主管課あてに質閥紙 を送付 し,管内の精神衛生相談員に配布
を依頼 した。
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全国精神衛生相談員の配置状況は表4の
とおmeである。'
全国精神衛生相談員の地域分布をみると,
都道府県の精神衛生相談員は,近畿,関 東
甲信越,東 海北陸地区の順に多 く,政令市
では,東海北陸,関東甲信越,九州地区の順
に多 くなってい る。全国的にみて,東海北
陸,関 東甲信越地区に多 く配置されている
ようであるが,こ れは,柏 木 ら(註11)が
精神病院,精 神衛生センター等の精神医学
ソーシャルワーカー(通称P・S・W)に対
して行なった実態調査の結果においても同
様の傾向がみられる。申国四国,北海道地
区に精神衛生相談員が少ないのは,保健所
における地域精神衛生活動への関心,教 育
機関の不足などの諸条件が影響してU>るも
のと思われる。
次に,こ れら調査対象者 となった全国精
神衛生相談員115名のうち,調査回答者は
表5に 示す とおり・である。回収率は68.7%
であった。
調査期閭は,昭和43年12月15日から昭和
44年2月15日までの2ケ 月間である。
(2)調査内容
調査の内容は,(1)精神衛生相談員の所
属 ・雇用形態,(2)最終学歴 ・専攻(3)
前職(4)教 育 ・訓練期間,ス ーパーヴァ
イザーの有無(5)精 神衛生相談員の職種
に関する意識(6)関 連職種 とのチームワ
ーク(7)業 務内容及びその意識(8)精
神衛生相談員 として現在当面している諸問
題,な ど11項目について実施 した。
本稿では,紙数の都合 によりすべての項
目について検討できないが,と くに精神衛
生相談員の業務内容,現 在当面している問
題等 を申心に考察する。
表4全 国精神衛生相談員配置状況
(厚生省 ・公衆衛生局昭和42年6月1日現在)
鵬鬥都道府県別i嬉鑁贊籔i鋳区1政令市別黷靉聳簔
網 北海道 3
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東
海
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窗 島 根
・1香 川
闘 高 知
九
州
福 岡
大 分
2
1
1
1
4
北
海
道
小 樽 市
函 館 市
1
2
劉 仙 台市12
朧
1越
1
1
2
3
11
2
　
東
海
北
1陸
i申四掴
国
1
1
1
10
1九
1
　
1
州
1
川 崎 市
横須賀市
静 岡 市
名古屋市
和歌山市
1広 島 市
下 関 市
6
1
1
8
1
3
1
4
19
6
1
1
1
1
3
1
計 82
臨制
北九州市
長 崎 市
佐世保市'
熊 本 市
3
1
1
1
1
l
i
計 33
合 計 115
表5調 査 回 答 数
(注)Nは 実人員数を示す
轟 廝 運 琶 該当司 非該当者*合 計
都 道 府 県1 53 12 65
政 令 市 26 3 29
合 計 79 15 94
2.精神衛生相談員の実態と問題点
以下,調 査の結果にもとついて,精神衛
生相談員の業務の実態,さ らには当面する
*非該当者とは
精神衛生センターのP・S・W,或 いは,保
健婦,事務関係者で,相談業務に従事してい
るが精神衛生相談員として正式に任用されて
いないため,今回は,非該当として調査集計
よ り除外した。
44 社 会 学 部 論 叢
諸 問題 を明 らか に したL>。
(1)精神衛 生相談員の性 別,学 歴,所 属 ・雇用形態,職 種について4
まず最初 に,精 神衛生相 談員の基 本的な諸条件 と して,性 別,年 令 につい てみ ると,表6,
表7に 示 す とお りであ る。 女子 は,79.8%,男子 はわずか20.2%にす ぎず,女 子が圧倒 的 に
多v>。また,年 令別では20代が87.2%で若
L>年令層に多L>。これは,精神衛生相談員
制度の歴史 も浅 く,新規卒業者が多いため
であろう。
この精神衛生相談員制度のもつ主要な問
題の一つとして,業 務規定の不明確 さが指
摘できる。この業務規定の不明確 さは,必
然的に精神衛生相談員の所属形態に影響 を
表6性 別
()内 は%を示す
i箭痛 哩1男 女 合 計
政 令 司8 18 26
者随 府f,r8 45 53
合 計1・6(20.2)163(79.8)179(・oo.o>
表7年 令 別 ()内 は%を示す試 21.25 26^-30 31-35 36^-40 41^一 合 計
故 令 市 14 6 2 3 1 26
都 道 府 県 23 18 4 2 6 53
合 計 37(46.8)
24
(30.4)
6
(7.6)
5
(6.3)
779
(8.9)(100.0)
表8所 属 形 態
()内 は%を 示す訳
保
健
所
衛
生
局
総 務 課
保健予防課
庶 務 課
普 及 課
業 務 課
N.R
管 理 課
保健課など
政 令 市
11(42.3)
ZO(38.4)
1(3.9)
1(3.9)
3(11.5)
都道府県
11(20.7)
3.4(64.1)
3(5.6)
1(2.1)
4(7.5)
合 計
22(27.8)
4(55.?)
1(1.4)
3(3.7)
1(1.4)
5(6.3)
3(3の
合 計126(・ ・o.・)153(・・o.・)179(・・o.・)
表9雇 用 形 態
及 ぼす もの と考 える。表8に も示 される よ
うに,精 神衛生 相談員の所 属す る課 は,保
健予防課 が55.7%で一番多 く,つ いで総 務
課,普 及課 な どとな ってい る。 これ を市府
県別 にみ ると,政 令市で は保健予 防課38.4
%,総 務課,庶 務課46.2%と事務関係 に多
く所属 し,こ れ に対 し都道府県で は,保 健'
予 防課641%,総 務課,普 及課28.4%とい
うようにその関係が逆 になってい る。
この ように所属形態 の不統一 さは,精 神
衛 生相談員 の業務 を不 明確 な もの とし,さ
らには,そ の身分 ・資格 の確 立 を妨げ る要
因 と もなろ う。 その意味で,全 国的に統一
()内 は%を示す
羸 訂一遵隻廻 陣 任隊 任 N.R 合 計
政 令 市 20(76.9)5(19.2)1(3.9)26(100.0)
都 道 府 県135(66.・)【 ・7(32.・)・(1.9) 53(100.0)
合 計 55(69.6)22(27.8)2(2.6)79(100.0)
された形態が望 まれ るわけであ る。
次 に雇用 形態(表9)に つv>てみ ると,専 任が69.6%,兼任 は27.8%であ り,全 体 としては専
任者 の方が 多い。 これ を市 ・府県 別に比較 してみ ると,政 令市 の方 に専任者 が多 く な っ て い
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る。 また,兼 任者 につL>て精神衛 生相談員業務 と他 の兼務 してい る職 種についてみ ると,政 令
市の精神衛生相談員 は,一 般事 務,医 療監視員及 び精神衛生 センター兼務で あ り,都 道府県で
は,看 護係,医 療社会事業,精 神衛 生セ ンター,保 健婦 などを兼務 してい る場 合が多L>。
では,こ のような状況 におか れてL>る精神衛生相談員 は,如 何 な る教育 を受 けて きたので あ
ろ うか。
精神衛生相 談員 の最終学歴(表10)に ついてみ ると,・大学院 ・大学卒 は67.1%で,短大 ・旧
専卒 を含 めれ ば,98.7%の者が高等教育 をうけてい るこどにな る。 これは,前 述 の調査(註12)
に よる精神 医学 ソーシ ャル ワー カーの学歴 ど比較す ると,精 神衛 生相談員 の方が全体 と して,
は るか に高度 の教育 を受 けてL>ることが明 らか にされた。
また,こ れ ら精神衛生 相談員 の専攻 は表
11に示 す とお りで ある。 表10学 歴()内 は%を 示す
福祉学専攻 とは,社会学,社 会福祉学専
攻を示 し,準福祉学専攻 とは,心理学,教
育学,看 護学,保 健学などを意味する。
福祉学専攻者は48ユ%,準福祉学専攻者
は36.7%であり,全体 として84.8%のもの
が精神衛生相談員として必要な基礎的な教
育 を受けていることになる。これを市 ・府
県別にみる乙 都道府県の精神衛生相談員
の方に福祉学専攻者が多い。
以上,精 神衛生相談員の性別,年 令,所
属 ・雇用形態,学 歴 ・専攻に関 してみたが,
つぎに,精神衛生相談員 として適切なる職
種は何であるのかについて考えてみたい。
精神衛生法第42条の2項 には,精 神衛生
相談員の資格に関して次のように規定 して
いる。すなわち,
認 大学院大学卒 短大 ・ 高校卒旧専卒1そ の他 合 計
政 令 市i・9(73.・)i6(23.・)1・(3.8)126(・・o.・)
髄 騾[34(64.2)・9(35.8)53(100.0)
合 計53(67.1)125(31.6)・(1.3)179(・・o.・)
表11専 攻 別()内 は%を示す
i専攻別 市騾 別陬 令司 都黼 馴 合 計
観 学轍1・2(46.2)126(49.・)38(.48.1)
準福祉学専攻 12(46.2)17(32.1)ﾎ29(36.7)
非福祉学専攻 2(7.6)3(5.6)i5(6.3)
N.R 7(13.2)7(8.9)
合 計!26(・ ・o.・)153(・・o.・)79(・・o.・)
「学校教育法(昭 和22年法律第26号)にもとつ く大学において,社会福祉に関する科目を修めて卒業した
ものであって,精神衛生に関する知識及び経験を有するもの,その他政令で定める資格を有するもの丶う
ちか ら都道府県知事又は保健所を設置する市の長が任命」することになっている。
また,「 その他政 令で定 める者」 とは,精 神衛生法施行令第4条 に,次 の ように規 定 し て い
る。 すなわ ち,
1.学校教育法に もとつく大学において心理学の課程を修めて卒業した者であって,精神衛生に関する知
識及び経験を有するもの。
2.医師
3.厚生大臣が指定 した講習会の課程を修了した保健婦であって,精神衛生に関する経験を有するもの。
4.前各号に準ずる者であって,法 第42条第1項(註13)の職員として必要な知識及び経験を有するもの。
とされてL>る。従って,精神衛生相談員は,社 会福祉尊攻の ものの他に,心理学専攻者,保健
婦 医師 も含まれるわけであり,このように専門分野のことなる数種の職種のものが精神衛生
相談員 としての資格をもつとLaうことは,今後の精神衛生相談員制度の発展にとって一つの問
題点を残すことになるのではなかろうか。
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表12精 神衛生相談員として適当な職種
(注)Nは 実人員数を示す。'一
職 種
1番 2番 3番 4番5番
磬鷭 れ驪 れ驛畿 れ1驪螻 喬姦れ
N.R
・ 一 シ ・ ル ・ワー ・一(社錙 祉 学 専攻)44 15 10 2 5
心 理 学 者(心 者学専攻) 10 18 21 13 2 12
医 師 17 4 12 23 20
保 健 婦 11 29 16 10 10
そ の 他 1 1 2 12 60
N.R 3
合 計 82 67 60 50 14107 3
では,現 在実際に精神衛生相談業務に従事 している精神衛生相談員 自身は,ミ 精神衛生相談
員 として適当な職種"を どのように考えてU>るのであろうか。表12にみるように,精神衛生相
談員として最 も適当であると精神衛生相談員 自身が考えてい るのは,社 会福祉専攻 のものであ
り,二番目には保健婦,三 番 目には心理学専攻者,四 番 目には医師,五 番目はその他となって
い る。その他 とは,公 衆衛生ワーカー,精神衛生吏員 として事i務的仕事 を経験 してきた人,精
神病院で看護経験のある看護婦などとなっている。
精神衛生相談員の資格に関 しては,社会福祉専攻者より保健婦が適切であるとする意見(註
14)もあるが,い ずれにせよ精神衛生相談員制度確立のためにはゴ 最 も基本的問題の一つであ
る精神衛生相談員の資格が明確に規定 される必要があろう。
(2)精神衛生相談員の業務内容及び業務に対する意識態度
保健所は精神衛生諸活動の中心 となり,精神衛生センター,精神病院,社 会福祉 関 係 諸 機
関,施 設等との緊密な協力体制のもとに,精神障害者の早期発見,早 期治療およびその社会復
帰を援助するため,相 談及び訪問指導を積極的に行なう必要がある。その実施方 法 と し て,
「保健所における精神衛生業務運営要領」(註15)には,次 のように規定されてい る。即ち,
保健所における精神衛生業務は(1)地 域における精神障害者の実態把握 ② 医療保護関係
の事務(3)精 神衛生に関する相談(4)在 宅精神障害者に対する訪問指導(5)衛 生教育及
び協力組織の育成 ⑥ 関係機関どの連絡協調(7)精 神障害者の社会復帰援助など,L>わゆ
る地域における精神障害者対策を推進するために,巾広い事業が期待されてい るわけである。
しかし,この業務規定は大まかなものであり,各々学歴専攻や問題意識のことなる精神衛生相
談員のとりくみ方には,相 当のひらきが生ずるものと考える。そこで,保健所における精神衛
生業務の推進者である精神衛生相談員が,具 体的に如何なる業務に従事 しているのか,ま た,
それらの業務を如何なる意識のもとに実施 しているのか,そ の実情 を脇 か1・し・今後の精神
衛生相談員業務のあり方 を検討する基礎資料 としたL>。
そこで,さ きの運営要領に規定された7項 目の業務について,そ れぞれ精神衛生相談員 とし
て行なうべき業務 或L>は本来精神衛生相談員 としての業務 とは考えられないが,施設側より期
待されてい ると思われる業務を30項目設定 し,それぞれの業務につv・て5躑 皆で評価 を依頼 し
た。その結果は表13のとお りである。 これによると,現在,精神衛生相談員が実施 してい る業務
の主なものは,精神障害者カルテの作成及び整備(表13・質問番号11以下同じ)・精神衛生相談活動
(13),在宅精神障害者に対する医療継続,受 診勧奨或いは環境調整のための訪聞指導(17,19,
表13精 神 衛 生 相 談 員 の 業 務 内 容 お よ び 意 識
実 態 把 握
業 務 の 内 容
実 施 し て い る
本来の業務*
と思い実施し
ている
本来の業務と
は思わないが
施設の要請で
実施している
実 施 し て い な い
10.**患者統計等,各種の統計報告に関する事務 32(40.5)
・環 飜 繼 黯 カルテ(或いは・齷 力冖ド)の作剛 57(72.i)
12.管内,精 神障害者に関する実態把握のための調査活動
精 神 衛 生相 談
13.精神衛生上の問題を有する者に対する相談助言活動
14.3才児 健 診 に 参 加
15.各種 心 理 テ ス トの実 施
・z購 纖(医 鰰 断の防止)又は・受診勧奨の働 の蒲
42(53.0)
74(93.6)
29(36.7)
7(8.9)
74(93.5)
本来の業務と
思 うが現状で
はできない
16(20.3)16(7.6)
14(17.7)
訪 問 指 導
患者クラブ活動等
の社会復帰援助
19.生活指導(日 常生活上の具体的な指導)の ための家庭訪問
2嘱 靆 幣 難 のために必敷 社会環劉 家庭 嬲゜ 学゜
・a難 黯 を申心とし酢 業酷 レ ク リェー シ ョン療 法 の
18.職業指導,或 いは職業斡施実施
21.社会復帰への援助と指導
22.地域家族会の組織化と活動の援助
23.在宅患者クラブ(退院者 クラブ)等の組織化と活動の援助
24.職親の開発及び組織化のための援助
4(5.1)
12(15.1)
4(5.1)
1(1.3)
65(8鋤13(3.8)
60(76.0)2(2.5)
7(8.9)
16(20.3)
53(67.0)
11(13.9)
3(3.8)
1(1.3)
4(5.0)
4(5.1) 1(1.3)
3(3.8)13(3.8)
衛生教育及び
協力組織の育成
25.地域における社会資源の開発及び組織化活動 16(20.2)2(2.5)
26.地域 住 民 の 精 神 衛 生 に 関す る ニー ド調査 12(15.2)1(1.3)
2Z鏘 鑼1編 飜 難 騨 に関する醵 瀚(P・R・149(62.1)2(2.5)
28.活 動
2(2.6)
29(36.7)
3(3.8)
8(10.1)
16(20.3)
2(2.6)
5(6.5)
15(19.0)
37(48.8)
37(46.8)
23(29.1)
58(73.5)
57(72.1)
62(7$.5)
3(67.2)
59(74.7)
20(25.3)
齷 壁 者(貼 委員・隴 委員など)の糸且織化のための12・(25.3)1・(1.3)46(58.3)
懿 稀 鑢 本来の糶 と
種の ものがし思わないので
蘯堺 で実1実施しない
5(6.3)
1(1.3)
14(17.7)
3(3.8)
17 21.5)
4(5.0)
1(1.3)
12(15.2)
43(54.4)
3(3.8)
1(1.3)
1(1.3)
1(1.3)
1(1.3)
2(2.5)
1(1.3)
2(2.5)
1(1.3)
2(2.5)
31(39.2)
18(22.8)
1(1.3)
3(3.8)
10(12.6)
6(7.6)
4(5.0)
3(3.8)
4(5.0)
8(10.1)
N.R
3(3.8)
2(2.6)
2(2.6)
2(2.6)
4(5.2)
6(7.5)
2(2.6)
3(3.8)
2(2.5)
3(3.8)
4(5.0)
1(1.3)
2(2.5)
6(7.6)
3(3.8)
3(3.8)
2(2.5)
3(3.8)
2(2.5)
併
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20),関連機関との連絡 ・
斡旋(7),医療保護関係の
事務(1,2,4,5)などである。
では,こ れらの業務を精神
衛生相談員はいかなる意識
のもとに実施 しているのか
について,現 在実施 してい
る業i務に関 して比較するな
らば,精神衛生相談,訪問指
導,関 連機関との連絡斡旋
などの業務は,精神衛生相
談員本来の業務 として実施
している。 しかし,医療保
護関係事務二,とくに,申 請
・通報 ・公費負担関係に関
する事務,入 退院届に関す
る事務は,本来の業務とぽ
考えられず,施 設の要請に
より実施 しているという意
識をもってLaる。
ここで聞題 と な る こ ヒ
は,精神衛生相 談 員 自身
が,精 神衛生相談員本来の
業務と思うが,現 状では実
施できないと指摘 している
業務が多 くみられることで
あろう。とくに,地域家族
会の組織化 と活動の援助,
在宅患者 クラブ等 の組 織
化,職 親の開発及び組織化
のための援助,地 域におけ
る社会資源の開発及び組織
化活動,地 域住民の精神衛
生に関するニー ド調査,地
域指導者の組織化,保 健所
の精神衛生業務関係者にょ
る業務分担及び活動方針の
検討など,在宅精神障害者
の社会復帰を援助するため
の活動,さ らには,そ の援
助を有効なものとするため
の関連機関 との連けい,組
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織化など・地域精神衛生活動 をすすめるうえでの精神衛生相談員業務の要とも云 うべ き活 動
が,現 状では殆んど実施 されていないという実態が明らかにされた。
つぎに,精神衛生相談員業務に関する意識について全体的傾向をみると,申請 ・通報,入 退
院届の書類整理 ・手続 き等(質問番号1,2)の医療保護関係事務,患 者統計,精神障害者カルテ
整備等(10,11)実態把握に関する業務,さ らに,3才 児健診,各 種心理テス ト等(14,15)の業
i務,社会復帰援助としての在宅精神障害者を中心 とした作業療法,職業指導 ・斡旋等(16,18)
の業務に関しては・精神衛生相談員相互に相当の意識のずれがみられる。これは,現 在の精神
衛生相談員が,す でに指摘したようにことなった学歴 ・専攻者によって構成されていることに
も起因するであろう(表11参照)。専攻別による意識のずれに関する検討は別の機会にゆずると
して,いずれにしても,精神衛生相談員業務として明確な指針がない現状では,精神衛生相談
員相互においてさえ意識の統一・,ひいては精神衛生相談員としての業務の統一一が困難であると
い うことは,精神衛生相談員制度の今後の発展にとって重大な問題である。
(3)精神衛生相談員の当面する諸問題
最後に,精神衛生相談員が現在当面 している問題について,自 由記述式により回 答 を求 め
た。その結果,精 神衛生相談員が 日常業務 をとおして当面 している問題 を分類すると,(1)制
度上の閥題 ② 理論上の問題 ㈲ 業務組織の聞題(4)医 療保障制度の問題 ㈲ 社会の
問題など,大体五つに大別される。以下,そ れぞれの問題についてのべてみたい。
1.制度上の問題
まず第一に指摘されるのは,制 度の内容に関連する問題である。即ち,表14に示すように,
制度の不備,精 神衛生相談員の人員不足,身 分 ・資格,業 務内容の不明確さが主要な問題であ
表14制 度 上 の 問 題
具 体 的 問 題
制 度 の 不 備
入員不足 の 問 題
制度としてはできたが,実際には各県がばらばらで,未配置のところが多い。
行政上の明確な方針がないこと。
予算上の問題。(精神衛生相談関係には全く予算がなく,経費のか～る事業は着手
できないこと。訪問旅費が不足し,訪閾するのに気がねしている
。一方では,保健所長か らは多 くのケースを訪問するように要請
される。)
訪問対象が限定。(訪問指導必要と思われケースで も,公費負担でない場合には,
訪問する法的根拠がない。)
一保健所一名の精神衛生相談員では,充分な訪問 もできないこと。(次 回訪問ま
での期間に再発するケースもある)
四保健所を兼務 しているため,業務が とおりいっぺんであいまいな結果になるこ
とが多い。
本業の業務量と人員の少なさ,このことが,業 務の質的低下を もたらしている。
精神衛生相談員 として講習を受けた保健婦(未 発令)が いるが,その分の保健婦
が増員されないので,従 来通り,他の保健婦と同様の業務を分担しているため,
精神衛生相談員 としての業務は殆んど行なえない。又,仕事の種類 ・量が増える
ことは,,住 民に対するサービスの低下にな り,又,保 健婦自身にも,オーバー
ワークとなって返ってくる。保健婦の増員 も行わず,専 任相談員も採用しない当
局の安上が りの行政に保健婦の善意が利用されているのが現状である。
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身分 ・資格の問題
業務内容 の 問 題
具 体 的 問 題
精神衛生相談員の身分 ・資格が不明確であるため,保健婦業務の範囲が広がった
ものとい う感 じで とらえ,保健婦業務 と兼務にされ,精 神衛生業務を専門にでき
ない。
保健婦業務との兼務であるが,そ のことから生ずる管理体系に不合理がある。
(例えば,保健婦業務は,医務課.保 健婦係,精 神衛生相談員は,予防課 ・精
神衛生係であり,相互の連絡不備のため兼務に支障が生ずる)
精神衛生相談員業務を兼務しているが,保 健婦業務での業務量の調整がなされな
いため,オ ーバーワークにな り,専念できない。
精神衛生相談員としての職種をはやくきめて,業務を確立しないと,制度そのも
のがあやふやになってしまう。
精神衛生相談員の業務内容がはっきりしない。仕事の内容 も資格 も明確でなく,
精神衛生相談員のいる現状で,で きる仕事を手あた りしだいに目標 もなく実施し
ている状態。
将来保健所において,どのように精神衛生業務をす 丶めてゆくべきか,又,ど の
ように進んでゆくのかが,具 体的に明らかにされないので,精 神的に不安定であ
る。
業務が明確にされていないので,保 健所の中にいずらい。
事務量が多いため,訪問日数が少なく,本来の業務が充分にで きない。
る。これらの諸問題は全 く基本的な条件であり,早急に検討 されねばならない課題であるとい
}↑ 一 》え
6、つo
表15理 論 上 の 問 題
具 体 的 問 題
嬲 論の欠酬 訪鬻欝 講 質灘 饗 聡 鸞畿 論 藻跳
技術的問題1が 多い。訪問の目的と方法が,は っきりしていないこと。)
[専 門職業としての精神衛生相談員は,そ の基,_を社会福祉に求めるべ きである。
1社 会学的知識が必要である。技術的に専門的な知識 ・方法を もっていない,とい
1う ・とか ら不安 ・焦躁感.糊 申舗 談鰈 務を行 うにあたって・配 の齣 どこ
1う とするものがよくわか らず・根なし草のような感 じの不安な状態にある・
教 育 ・訓 練 に
関 す る問 題
(Supervisorの問 題)
精神衛生相談員に対する研修会 ・実習の機会がなく,Clientから問題をもちか
けられても解決できない。
精神衛生相談にしても知識 ・経験が少ないため,教育 ・訓練の機会がほしい。
県内で も,精神衛生相談員がちらばりすぎており,地域的にいっても研究会が も
てない。そのため,精 神衛生相談員それぞれが孤立してしまい,同 じ県にあって
も,精神衛生相談員業務に一貫性がない。
Supervisorとして,助 言 ・指導 す る適 任 者 が い な い。(精 神 衛 生 相 談 所 の職 景
が 指導 に あた って い るが,そ の職 員 自身 が 兼 務で あ っ た り,相 談 所 の 人 員 不足
の た め 不 充分 で あ る。)
精 神 衛 生 相 談 員 の 資 質 向上 の 為 の あ らゆ る工 夫 が 必 要 で あ る のに,Supervisor
さ えな く,自 分 の仕 事 の評 価 を され な い 故 に,自 己満 足 に 陥 る と共 に,反 面,
非 常 に不 安 で あ り,そ の こ との た め に,精 神衛 生 相 談 員 の 神 経 は す りへ ら さ れ
る。
実 務 に つ く前 に,実 習 期 間 を つ くっ て欲 しい 。
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2.理論上の問題
精神衛生相談員 としての援助理論,方 法論の基盤 をどこに求め,理論体系 をいかにたてるべ
きかが不明確であるために(表15参照),精神衛生相談員自身が不安定になり,それがひいては,
対象者に対 して適切な援助 を行 なえない事態をひきお こしているようである。
このような精神衛生相談員の援助理論の欠如という現状に対 して,精 神衛生相談員の教育 ・
訓練に対する期待は大きく,その意味においても,精神衛生相談員教育が関係当局において,
早急 に具体化,制 度化されることが望 まれる。
3.業務組織に関する問題
地域における精神障害者の早期発見,診 断 ・治療,さ らには社会復帰援助など,精神障害者
に対する一連の働 きかけは,保 健所における精神衛生相談員のみの活動では限 界 が あ り,当
然,精 神衛生センター,社 会福祉機関などの社会資源 との緊密な協力体制が前提となることは
言をまたない。 しか し,そのような地域 における業務組織の現状は,表16に示 されてL>るよう
に,協 力体制の組織化以前に解決されねばならなU>聞題があまりに多い。
表16業 務 組 織 に 関 す る 問 題
保健所内における
協力体制の問題
具 体 的 問 題
精神衛生業務に対する体制や理解の欠除。所内の職員が,精 神衛生に関する知識
が浅 く,事業に関心が もたれず協力してくれない。関連の事務職員が,業 務内容
に理解が充分でなく,行政的にケースの処理が適確にで きない。
精神科医 ・嘱託医の問題。(医師の不足,私 立病院の医師が嘱託医になっているた
め利害関係がからみ,Clientに対する本当の援助ができない。嘱託医では,地
域に対しそ熱がはいらない。)
保健婦との業務分担,協 力をどのようにすべきか,う まくいかない。(役割認識の
不徹底。)
専用室,専 用電話がないため秘密の保持や面接,プ レイ中,突然の侵入者(職員)
を防 ぐことが困難。
医療,公 衆衛生面における社会福祉に対する認識の不足。(例えば,保健所内で,
患者中心の扱い方がされず,役 所本位である。)
関連機関との
『協力体制の問題
精神障害者の医療の体系が確立されていないこと。(病院,相談所,保 健所,そ の
他関連諸施設との共同作業をいかにするか,具 体的,実践的活動が体系化され
ていない。)
地域における精神衛生活動の指導者,組 織が全くないため,所外での協力者がな
く,動 きが とれない。
精神病院との関係。(病院が閉鎖的なため協力体制が くめない。精神病院の質の
低 さ。病院間に差がありすぎるため歩調をそろえて,患者の社会復帰を推進す
ることができない。医師 もさまぎまな考えをもっているため団結しにくい。病
院 ワーカーとの業務分担をどのようにすべ きであるか。病院 と保健所との連絡
(退院患者について)が制度化されていないため,精神障害者への訪聞指導 も
効果があが らない。)
精神病院の患者管理(在宅精神障害者の管理)が 不充分である。
精神衛生の問題がクP-一ズアップされ始めたが,行 政主体の積極的取 組 み が な
い。つまり,行政機関,各精神病院,保 健所,精神衛生センターなどが精神衛生
問題の核心にふれる活動をしているか疑問。
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4.医療保障,社 会資源に関する問題
精神障害者の社会復帰のためには,当 然,そ の社会生活を維持するために医療,生 活面の保
障が充分になされなけれぼ,そ の目的を達 しえない。その意味で,表17にも指摘 されズいるよ
うに,わ が国の医療保障制度,精 神障害者をめぐる社会資源の形成がきわめて不充分であると
い う現状は,早 急に解決を要する問題である。
表17医 療保障,社会資源に関する問題
医療保障 ・医療体
系の不備
社会資源(社 会
復帰施設など)の
不備
具 体 的 問 題
医療機関の偏在。(管内に病院 ・診療所がなく,患者が居住する地域の中で治療を
うけられない)及び,病床不足。(緊急鑑定入院が必要なケースで も,地域に病院
がない,人 手不足であるという理由で,暴 行のある患者を地域警察が留置場に収
容 し,興奮状態がおさまってか ら家族にか孝すということがしばしばある。)
医療機関に私立が多 く,経営上問題が多いとして医療機関か ら保健所 に 対 す る
followupを要するケースについても連絡形式をととのえることを好まない風潮
があ り,保健所での対象把握を困難にしている。
患者の医療費問題(経済的聞題で,入 院治療を申断し,放置に至る者が多い。精
神障害者の医療費は現在の通院患者のみでなく,入院患者についても公費負担
がのぞましい。法第29条患者に も一部負担金のか ～ることは問題である。)
退院後のアフターケア施設が皆無。(家庭で放置されている間に再発するケースが
多い。)
精神障害者が就職を希望しても受け入れる職場がない。申間施設の不足が続 くか
ぎり,社会復帰は不可能に近い。
在宅精神障害者に対する施策がないこと。(家庭での障害者の生活治療には限界が
あ り,また治って仕事をと思うとき,病気を理解して受け入れる職場がない。
中間施設の必要性。)
紹介すべき社会資源のあまりに少ない現状では,個 々のケースを安心してたくす
る所がなく,申途で打切ることが殆んどであること。
精神衛生相談員の仕事の第一にうたわれている訪問指導の意義がよくわ か らな
い。現在の社会情勢,自 分達の能力を考えると,何をプラスとして与えるのか疑
問になる。客観的には,可能な社会資源を紹介し,それのないときは,「現状で
は,こ れまでしかやれない。自分達でなんとかしてゆかねばだめだ」とClientに
伝えていくことだと思 うが,個 々のケースにあたって,困 りきった患者 ・家族に
対していると 「生保になるまでがんばりなさい」ということがいえぬのがや りき
れなくなる。そのように気にかかったま1で,経 過をたずねることもお っ く う
で,そ のま丶にしてあるケースがいくつかある。
5.社会の偏見の問題
精神障害者に対する援助 を困難にする条件として,今 までみて きたように,医療保障制度 の
不備,精 神障害者問題に促した社会資源が不足 してL>ることなどの諸問題が指摘できるが,地
域社会の中に充分な受け入れ体制が欠如 してL>ることも一要因となつている。
これは,精神衛生に関する問題が,わ が国におL>てはいまだ国民全体の問題 としてとりあげ
られず,下 からのもりあが りが皆無に等 しいこと,また,社 会の中に根強 く残ってい る精神障
害者への偏見がある。(表18参照)精神衛生相談員が業務を通じて・ 実際にこうした社会の壁に
直面して'v>る事実が明 らかにされたが,こ の社会の偏見をうちやぶるための精神衛生活鰰も,
今後の大 きな課題 となろう。
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表18社 会 の 偏 見 に 関 す る 問 題
具 体 的 問 題
社会の偏見の問題 精神病に対する偏見。(一般人のみならず,p.s.wを始めとする専門家す ら,精
神障害者を特別視 し,差別している。)
精神障害者に対する社会の偏見,人 権問題があまりに複雑であり,問題解決に対
する壁が厚い。精神衛生に対する知識が低 く,家庭訪問をしても迷惑顔をされる
ことが多い。
一般への精神衛生思想普及の困難さ。マスコミの精神障害者問題のとりあげ方が
まちがっている。
む す び
最近における向精神薬の飛躍的な開発,精 神医学の著 しい発展により,今までは閉鎖的な,
社会から隔絶された病院 とい う環境の中で,疾 病の悪化を阻止することが主だった医療 も,疾
病の寛解から,さ らには積極的に社会復帰への可能性が著 しく増大 してきた。
こうした状況下にあって,精神障害者対策は,早 期発見,早 期治療,社 会復帰の促進 とい う
ように,地域社会との結びつきを強める方向に進まざるをえなかった。こうした地域社会中心
の装 聯 諸 の社会復翩 策は・最近・各国ともに急速に発麗 みせている・例えぼ・イギ リ
スでは,1959年に新 しい精神衛生法が制定され,地 域社会対策が強調ざれるようになった。即
ち,精神障害者について,で きるだけ施設収容をやめて,地 域社会の中における援助が強調さ
れ,地 方自治体と開業医に対する責任 と権限が明らかにされた。ことに,MentalWelfare
Officer(わが国の精神衛生相談員1こあたるもの)とい う新 しい職種が規定され,精神障害 者 の地
域社会対策において重要な役割を負 うことになったのである。一方,ア メリカにおいて も,新
しい精神衛生対策の申心課題は,綜合的な地域社会対策にあるとLaわれている。その発端とな
った1963年,故ケネデ ィ大統領の 「精神病及び精神薄弱に関する教書」(註16)は,今後の精
神障害者の社会復帰のための地域活動は,い かにあるべきかを明快に示 した ものとして,ア メ
リカのみならず,わ が国に与えた影響は大 きい ものがあった。
このように,精 神障害者対策の申心課題 を,綜合的な地域社会対策にお くという世界的な動
向の中で,わ が国においても,精神衛生法改正によって,法 的には地域精神衛生に関する一つ
の体系が作 られ,そ の一環として精神衛生相談員制度が設置された意義は大 きU>といえよう。
しかし・今回行なった精神衛生相談員実態調査の結果は,精神衛生相談員制度の中に,Laく
つかの重要な問題が含まれてL>ることを示 している。
まず第一に・最 も基本的な問題として,精 神衛生相談員 としての援助理論の欠如,そ れに伴
う業務内容のあいまいさと混乱の状況である。 これは,精 神衛生相談員制度が 「なんのたあ」
に設置され,そ の中で,精 神衛生相談員は 「なにをなすべきであるのか」が,明確に把握 され
ていないことに基因するものといえる。
すでに精神障害者対策の歴史を概観する中で明らかにしたように,精神衛生相談員制度成立
の背景には,地域社会の中で精神障害者の医療と福祉をはかる体制の確立をめざすとい う積極
的な側面と共に,精 神障害者に対する治安対策的な側面が存在 していたことは否定できない事
実である。こうした歴史的事実を正 しくふまえた うえで,現在,精 神衛生相談員が精神障害者
になにをなすべきであるのかを,まず明確にしてゆかねばならなL>であろう。
第二に,保 健所 における精神衛生活動 を行なう体制が十分にととのっていない現状の中で,
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精神衛生相談員の人員不足,身 分 ・資格のあL>まい さなど,精 神衛生相談員制度その ものが不
明確であることが明らかにされた。例えば,人員の面か らみると,全国829保健所のうち,115
ケ所(昭和42年6月1日現在)のみに しか精神衛生相談員が配置されず,全 国の90%近La保健所
には精神衛生相談員がいない。 このように制度の上からみて も,保健所で精神衛生活動ので き
るのは全保健所の13%にしかみたず,ま た,精 神衛生相談員の配置されている保健所 において
も,1名 の精神衛生相談員がすべての精神衛生活動に従事 してL>る現状では,自ずからその活
動には限界が あろう。
このような精神衛生相談員制度の不備及び不明確 さ,精神障害者に対する援助理論 ・理念が
混迷 してL>る状況の中で,まずなされねぼならない課題は,精 神衛生相談員の活動が,精 神障
害者の側 に立 って,そ の生活 と権利を守 ることにあるとい う基本的な態度を,精神衛生相談員
自身確立することである。そのような援助者としての基本的態度の確立 を前提 として,精神衛
生相談員が,日 常の援助活動のつみ重ねの中から独自の理論を明確にうち出してゆくことが,
現在の精神衛生相談員に課せられた緊急の課題であろう。
こうした精神障害者に対する援助理論の創造と発展の努力のつみ重ねをとおして,精 神衛生
相談員制度改革の道すじを明らかにしてゆ くとき,精神衛生法改正により設置された精神衛生
相談員制度が,真 に精神障害者のための制度 として生かされるといえよう。
精神衛生相談員に対する実態調査は,筆者が,愛知県城山精神衛生相談所在職中に実施した もので あ
る。御指導いたゴきました愛知県城山精神衛生相談所前所長・岩谷清秀先生に心から感謝致します。
●
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